
令和２年度第２回
島田市国民健康保険運営協議会

令和３年２月３日（水） 13：30～

島田市役所４階第３委員会室南・北



報告事項

１．令和３年度島田市国民健康保険事業特別会計当初予算（案） P１～６

２．令和元年度特定健診（法定報告） P７～８

３．国民健康保険税率の現状 P９～１２

４．新型コロナウイルス感染症に係る保険税減免の状況 P１３

５．オンライン資格確認 P１４～２１

６．静岡県国民健康保険運営方針 P２２～２３

７．島田市国民健康保険運営協議会委員の任期の始期変更 P２４～２５



○総額

令和３年度 ９３億 １０１万１千円

令和２年度 ９４億９，１９５万８千円

増 減 △ １億９，０９４万７千円 （△2.0１％）

（別冊資料P2 参照）

１．令和３年度島田市国民健康保険事業
特別会計当初予算（案）
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○国民健康保険税

令和３年度 １７億５，８６２万円

令和２年度 １９億４，３０２万３千円

増 減 △ １億８，４４０万３千円 （△9.49％）

・新型コロナウイルス感染症の影響による所得減少及び被保険者数減少の

影響よる調定額の減少が主な要因

・基礎分の所得割 （R2）5.8％ → （R3）6.2％ （資産割廃止分）
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○保険給付費

令和３年度 ６４億４，１０９万２千円

令和２年度 ６５億４，５７１万７千円

増 減 △ １億 ４６２万５千円 （△1.64％）

・過去2箇年の給付額の推移から推計（被保険者数の減が主な要因）

○事業費納付金

令和３年度 ２４億８，７６４万２千円

令和２年度 ２５億８，５１６万９千円

増 減 △ ９，７５２万７千円 （△3.77％）

・県の計算による

・H30県国保特別会計の剰余金をR3納付金減算分として使用（1,500円/人）
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○保健事業費

令和３年度 １億４，４４６万８千円

令和２年度 １億３，６００万５千円

増 減 ８４６万３千円 （＋6.22％）

●特定健康診査及び特定保健指導事業 ９０，８１６千円

・第３期特定健康診査等実施計画に基づき実施

・R3受診率予算上目標値 45％

●医療費適正化推進事業 ８，２３９千円

・医療費通知（年６回）

・後発医薬品差額通知（年２回）

・ジェネリックシール作成
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●糖尿病性腎症重症化予防事業 ２，３６６千円

・歯周疾患健診（新規）

・２４時間畜尿検査

●特定健診40歳前勧奨事業 １，７０５千円

・35～39歳を対象とした健診（対象者700人 受診者見込140人）

●特定健診受診勧奨事業 ５，７６４千円

・特定健診未受診者対策としてＡＩを活用した受診勧奨

６



２．令和元年度特定健診（法定報告）

○特定健診（括弧内は前年度比）

対象者：15,205人（ｰ473人） 受診者：6,323人（+91人）

受診率：41.6％（+1.9p）

県内順位：17位／35市町中（前年度22位）

○特定保健指導

対象者：609人（+28人） 終了者：550人（+69人）

実施率：90.3％（+7.5p）

県内順位：1位／35市町中（前年度1位）

（別冊資料P３～７ 参照）

令和元年度から自己負担無料
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《健診結果から見る島田市の課題》

○特定健診受診率が低い（国の目標60％）

➡ 男性、45～49歳、 60～64歳の受診率が県平均よりも低い

○血液中糖分（HbA1c）が高い（糖尿病予備群）人が多い

➡ 健診受診者中、約60％の人が予備群（5.6～6.4％）

県内ワースト7位／35市町中

○尿酸値が高い人が多い（受診者中約１割）

➡ 血液中の老廃物、血管を痛めたり、痛風の原因にも
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３．国民健康保険税率の現状

○静岡県国民健康保険運営方針が令和３年度に改定（R3~5）

➡ 改定案では「令和９年度までに市町との合意を経て到達可能な

段階の保険料水準の統一を目指す」とされたが、具体的な保険

料統一の方法等は示されていない。

○保険税収入と被保険者世帯数の推移 （P10･11及び別冊資料P8 参照）

➡ 保険税収納率についてはH24年度から約４％伸びており、県内

平均を大きく上回り県内の市では３年連続１位。しかし、被保

険者の減少にほぼ比例し保険税調定額が減少。加えて、軽減適

用世帯（低所得）比率の伸びが大きいことから収納努力等市町

の自助努力のみでは収入確保が難しい現状にある。

①現状
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○令和３年度の税率改正

➡ 事業費納付金の支払いに必要となる保険税額（需要額）と令和３年度保険税

収入見込みから算出した単年度収支は約２億円のマイナスとなる。この収入

予測は、新型コロナウイルス感染症の影響による保険税調定額の減少及び被

保険者減少等による自然減を見込んだ。この需要額に不足する収入は事業基

金を取り崩し補てんする予定のため、令和３年度の税率改正は行わない。

（ただし、令和元年度税率改正による基礎課税額分所得割の段階的な引き上げ

は予定どおり行う。） R2 5.8％ ⇒ R3 6.2％ ⇒ R4 6.6％

○税率改正の判断指標

➡ ①令和３年度事業費納付金（確定は令和３年１月末）

②令和３年度本算定時保険税調定額（令和３年７月）

①の納付に必要な保険税額（需要額）と②を比較し、大きな乖離がある場合、令和

４～６年度までの安定運営が可能な保険税率案を策定し、本協議会へ諮問する予定

②税率改正について
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４．新型コロナウイルス感染症に係る
保険税減免の状況

○減免承認件数及び減免額

➡ 12月末日現在、60件 11,070,800円（令和２年度課税分）

減免受付期間は令和３年３月３１日まで。減免額については、

国からの補助金及び特別調整交付金により全額補塡される予定

○次年度以降の減免措置

➡ 現時点では、特例期限の延長や追加の特例措置は予定されていない。

国、県からの情報や他市町の状況を注視し、現行条例の減免規定に

照らし適切な制度活用を被保険者に周知していく。
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５．オンライン資格確認

○運用開始 令和３年３月（予定）

○主な事項

・最新の資格情報をオンラインで確認できる。

・顔認証付き端末で患者の顔とマイナンバーカードの顔写真を確認

・マイナンバーカードを窓口で預からない。

・被保険者番号を個人単位にする。（世帯単位の番号に２桁追加）
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○国が示す主なメリット

●受付での健康保険証の入力の手間の削減

●患者は、マイナポータルで薬剤情報、特定健診データ等の情報を確認可

●医療機関等でも、本人同意の下で、医師等が患者の薬剤情報等を閲覧可

※薬剤情報 … 令和３年９月診療分のレセプトから抽出を開始し、過去３年間分の情報

※特定健診情報 … 令和２年度以降に実施し、順次登録された過去５年間分の情報

●資格過誤によるレセプト返戻の作業削減（資格喪失後受診の減少）

●重複服薬等の発見

●災害発生時には特例措置として、マイナンバーカードによる本人確認が

なくても、薬剤情報の閲覧可
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読み取り機器（例）
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被保険者証（例）

保険者番号 ２２００９５ 交付者名 島田市
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６．静岡県国民健康保険運営方針

○根拠 国民健康保険法第８２条の２

○次期対象期間 令和３年４月１日から令和６年３月３１日（３年間）

○記載事項 〈市町の国保財政の安定化〉

・赤字繰り入れの削減、解消の促進

・収納率の向上等

〈保険料の考え方〉

・段階的に取組を進め、保険料水準の統一を目指す

〈加入者の健康づくりなど保健事業の促進〉

ほか

（別冊資料P9 参照）
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○主な改定の概要

（１）保険料水準の統一

・保険料水準の統一の最終段階となる標準保険料率の一本化を将来

の目標とする。

・令和９年度までに市町との合意を経て、到達可能な段階の保険料

水準の統一を目指す。

（２）令和３年度から令和５年度の協議のポイント

・保険料水準の統一に向けて、市町間の医療費水準や保険料（税）

収納率の平準化等の諸条件について、県と市町で十分に協議を行

い、次期運営方針改定時に目標時期の再検証を行う。
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７．島田市国民健康保険運営協議会委員の
任期の始期変更

○現委員の任期 平成３０年４月１日から令和３年３月３１日

○新委員の任期 （例年）

令和３年４月１日から令和６年３月３１日

（変更案）

令和３年６月１日から令和６年５月３１日

○変更理由 ・島田市自治会連合会等の団体への委員の選任を依頼して

いるが、４月下旬にならないと選任できないため、４月

１日に遡って委嘱している状況であること。

・変更初年度において、６月までの２か月間で緊急に協議

等を依頼する予定はないこと。
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○近隣市町の状況

・静岡市 令和元年７月１日 ～ 令和４年６月３０日

・焼津市 平成３１年４月１日 ～ 令和４年３月３１日

・藤枝市 平成３０年７月１日 ～ 令和３年６月３０日

・掛川市 令和元年６月１日 ～ 令和４年５月３１日

・袋井市 平成３１年４月１日 ～ 令和４年３月３１日

・牧之原市 平成３１年４月１日 ～ 令和４年３月３１日

・川根本町 令和元年１１月１日 ～ 令和４年１０月３１日

・吉田町 令和元年６月１日 ～ 令和４年５月３１日
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